
円 円

( 1,003,215,268 ) ( 740,208,929 )

 流   動   資   産 716,154,738  流   動   負   債 554,362,187

現 金 及 び 預 金 31,259,397 買 掛 金 297,226,095

売 掛 金 479,631,571
１年以内に返済予定の
長 期 借 入 金 36,000,000

商 品 149,448,123 未 払 金 9,298,721

前 払 費 用 31,408,835 未 払 法 人 税 等 36,565,129

繰 延 税 金 資 産 27,203,654 未 払 消 費 税 等 14,067,102

未 収 入 金 203,158 未 払 費 用 73,866,212

貸 倒 引 当 金 3,000,000△    前 受 金 37,538,163

 固   定   資   産 287,060,530 そ の 他 49,800,765

有　形　固　定　資　産 263,197,002  固   定   負   債 185,846,742

建 物 60,611,255 長 期 借 入 金 92,000,000

構 築 物 1,334,589 預 り 保 証 金 9,745,480

工具器具及び備品 1,251,158 退 職 給 付 引 当 金 292,000

土 地 200,000,000 そ の 他 83,809,262

無　形　固　定　資　産 23,843,528 ( 263,006,339 )

ソ フ ト ウ ェ ア 23,843,528  資      本      金 95,000,000

投 資 そ の 他 の 資 産 20,000  利　益  剰　余  金 168,006,339

敷 金 保 証 金 20,000 利 益 準 備 金 4,500,000

当 期 未 処 分 利 益 163,506,339

1,003,215,268 1,003,215,268

［重要な会計方針］

１． 固定資産の減価償却の方法

      有形固定資産 法人税法に規定する定率法によっております。

但し、建物については定額法によっております。

      無形固定資産 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

２． 引当金の計上基準

      退職給付引当金は従業員の退職金支払に備えるため会社の規定により計上しております。

      貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率により

   見積計上しております。

３． リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４． 消費税等の会計処理の方法

      税抜方式によっております。

［貸借対照表の注記事項］

１． 親会社に対する短期金銭債権 423,076,977円

親会社に対する短期金銭債務 39,029,121円

２． 固定資産の減価償却累計額 25,740,137円

３． 受取手形裏書譲渡高 888,773円

（ 負 債 の 部 ）

（ 資 本 の 部 ）

合 計 合 計

（ 資 産 の 部 ）

貸   借   対   照   表

資 産 金 額 負 債 及 び 資 本 金 額

（平成１８年３月３１日現在）


